


































































今日的な教養と教養教育
教養教育・共通教育検討分科会の議論から

教養教育・共通教育検討分科会副委員長
小林傳司（大阪大学コミュニケーションデザイン･センター）

公開シンポジウム
大学教育の分野別質保証に向けてー日本学術会議からの報告ー

2009年11月23日（東京大学安田講堂）
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「教養」と教養教育と大学

大学の重要なミッションの１つ
「教養」を授けること

教養教育
「教養」を授けるための教育の１つ

「教養」は専門教育を通じても授けるべき

「教養」として何を考えるかを提示しよう
網羅的でなく、基準としてでなく、「提案」として：「市民性の涵養」

教育手法の改革が必要
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「教養」について

教養
論者の数だけある「教養」観

誰もが大事だと言う「教養」

設置基準の大綱化以後の動きへの反省

「教養」観
A：古典重視

B：Aは失効した→新たな「教養」観へ

4

A:古典重視

書物と自由学芸によって予め陶冶し、智恵を受け入れる手ほ
どきと準備を（キケロ）：階級社会

近代＝産業＝市民社会参入のパスポート

日本：
誰もが百科事典を買い、文学全集を買った時代

西洋への憧れ

経済成長・福祉社会→明日はより豊かに

都市化

企業への就職

１９７０年代頃まで

－35－
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B：Aは失効した

１９７０年代
絶対的貧困からの解放

経済成長・科学技術への懐疑（モノの豊かさより心の豊かさ）

反権威主義

進学率上昇

価値観の多様化（個人化：学びの意味が個人の内面へ）

１９９０年代
グローバリゼーション

格差社会（大卒者も不安定生活）

6

どうするか？

A：古典・権威の復活へ
無理ではないか

今日的教養の中心とはなり得ないのではないか

B：自立した強い個人としての市民育成
学際性／実用性／倫理／思考力（critical thinking)……

「社会人基礎力」など産業界からの注文への対応

どれも大事だけれど・・・・
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本分科会のスタンス

強いて言うなら、Bに近い
しかし、大学は保守的な制度（Aの要素の尊重）

「教養」：市民性の涵養

なぜ？
ユニバーサル段階の大学のミッション

幅広い年齢層、多様な背景を持った市民の学習の場

異質な他者との協働

「市民は現状の社会の問題を把握し、作り変える主体であるべき」

「市民性」
社会の公共的課題の発見

解決のための協働（連帯）の能力

8

大学における「教養」の授け方

Aの側面を残すことも重要

Bの側面の読み替えと受容

「自立した強い個人」→「協働・連帯する諸個人」
現代的レリバンスの重視

いくつかの着眼点
現代社会の諸問題

文系と理系の問題

市民性涵養のための古典教育

「国際語としての英語」教育と外国語教育

学問の体系性
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教育手法の改革

教養教育と専門教育の関係の問題

かつての制度 現状 学術会議の提案

専門教育

一般教育

スキル教育・導入教育 スキル教育・導入教育

教養教育 専門教育

10

教育手法の改革

Teaching から Learning へ
参加型学習

コミュニケーション教育

スキル（これ自体を「教養」の目的とするわけではない）

能動性：活動させながら教育する
フンボルト理念「研究させながら教育する」

専門教育との関係
「教養」は専門教育を通じても授けるべき

分野別質保証の議論においても留意

－38－
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誰が教えるのか

「教養」を授けるための教育の担い手は？
大学院教育の問題

大学の外の「智」や「技（スキル）」の導入

大学は社会とどう向き合うのか
超然とすれば良いわけではない

お先棒を担げば良いわけでもない

12

まとめに代えて

「教養」を授けることは大学の使命

定量的評価によって測定する

のが難しい教育の典型

社交空間としての大学
隠れたカリキュラムの大事さ

これは設計できない自生的伝統

それぞれの大学において、建学の理念のもと、「教養」を授ける
ための教育について、真剣に議論されることを期待する。

それにしても、大学の教師
にもう少し時間を与えてく

れないと・・・・・・・・

－39－



大学と仕事との接続を
問い直す

本田由紀

東京大学大学院教育学研究科教授

1

「大学と職業の接続分科会」

• 分科会の目的：職業との関連から大学教育
の「質」とそれを「保証」するための仕組みを
検討すること

• 現在までの審議の経過

Ⅰ 現状分析

Ⅱ 将来展望

Ⅲ 具体的な提言

－40－



Ⅰ 現状分析

１．日本社会の変容

・高度経済成長型の社会構造の機能不全

・システム間の新たな関係性が構築できてい
ない状況

２．日本的雇用システムの変容

・量的縮減と質的変化・凝縮

・非正規雇用者を中心とする周辺的システム
の拡大

Ⅰ 現状分析

３．若年層をめぐる状況

・卒業時に周辺的システムに参入する層の増大

・日本的雇用システムに参入した場合も厳しい就労
環境

・早期化･長期化した就職活動による圧迫

４．これまでの政策的対応

・ピンポイント的支援策

・教育と仕事との構造的ギャップへの対処は希薄

・若年を対象とする社会保障の不十分さ

－41－



Ⅰ 現状分析

５．大学教育の現状

・大学教育機会の拡大と日本的雇用システム
の縮小との齟齬

・大学教育の多様化と格差化

・「入口管理」と「出口管理」の困難さ

・早期化･長期化した就活が大学教育を阻害

・職業観形成に偏るキャリア教育や就職対策
講座などの表相的対処

Ⅱ 将来展望

１．基本的な理念

・個々人の多様性と尊厳を重んじる公正な社
会的諸制度の整備

・真の意味で豊かな生活を人々に実現する経
済活動の活性化

・世界各国との連携協力、その下での地球環
境の保全

・短期的な施策は長期的方向性と整合的であ
るべき

－42－



Ⅱ 将来展望

２．目指すべき産業社会のあり方

・エリートと単純労働者、正規雇用と非正規雇用との
間の分化や格差を縮小し、可能な限り多くの労働者
が職業能力を伸長・発揮できるような働き方の構築

・そのための鍵となるのが、企業の壁を超えた「専門
的な能力」

・少子高齢化、低炭素化、グローバル化等の重大な
諸課題に対応するためにも新たな専門職種を育成
してゆくことが必要

Ⅱ 将来展望

３．新しい大学教育の姿
・２で述べた産業社会を実現するためには、大学の
「教育力」と外部社会に対する大学教育のレリバン
ス（特に職業的レリバンス）の向上が不可欠。それ
は俯瞰的な社会認識、普遍的な倫理意識、自己の
社会的責任についての認識など、シティズンシップ
教育の側面を含むもの
・大学教育が拡大する中で、一元的階層構造の強化
ではなく水平的多様化が求められる
・従来の新規学卒一括採用のオルタナティブとなる、
大学で身に着けた専門性を尊重する入職ルートの
必要性

－43－



Ⅱ 将来展望

４．政府（中央および地方）の役割

・縦割り行政を超えて、教育・雇用・産業・福祉
の各分野を通じた一体的な政策の必要性

・地域の主体的な取り組みを重視しつつ、地
域を超えた広域ブロックおよび全国的な連携
や協力が求められる

Ⅲ 提言

１．基本姿勢

日本的雇用システムの変容と大学教育機会
拡大との齟齬を直視し、大学と職業とのオル
タナティブな関係性を作り出していくことが喫
緊に必要

－44－



Ⅲ 提言

２．企業の雇用システム・労働市場に対して

・専門的な能力を機軸とする企業内･企業外労働市場の形成
と整備

・採用や処遇に際して個人が大学教育やその後の経験を通じ
て身に着けた専門的な能力を尊重

・専門的な能力を向上･更新するためのリカレント教育への支
援体制の整備

・業種や職種ごとの諸団体･組織が職業能力の形成や保証、
適正処遇の推進、人とポストのマッチング等に関して果たす
機能を拡充

・地域に即したキャリアラダー（職務、教育訓練、賃金水準の
組み合わせを体系化したもの）の構築

Ⅲ 提言

３．大学に対して

・教育の職業的レリバンスについての方針の
明示（シティズンシップ教育を含む）

・在学中の就労体験･社会体験、リカレント教
育など大学と社会との柔軟な行き来の推進

・他の教育機関（高校、専門学校、大学院等）
との教育内容の接続や連携の拡充

・卒業者が習得した内容・水準の明示

－45－



Ⅲ 提言

４．就活問題への対応

・早期化の抑制、大学教育修了後の就活の
推進（図を参照）

・企業の｢新卒」要件の緩和

・履歴や属性による差別を廃した公正な採用
プロセス･採用基準の推進

・教育修了者に対する大学および公共的な就
職支援の拡充

大学

１年 ２年 ３年 ４年

就職活動

正社員

非正社員

仕事

就労体験・社会体験
など（時期・期間は多
様でありうる）

１年 ２年 ３年 ４年

リカレント教育

就職活動

大学
仕事

(正社員)

(非正社員)

教教 育育 のの 職職 業業 的的 レリバンスレリバンス

専門性を重視した労働市場専門性を重視した労働市場

【現状】

【実現すべきあり方】

－46－



Ⅲ 提言

５．政府（中央および地方）に対して

・大学と企業･労働市場とのオルタナティブな
関係性の構築に向けての諸セクターへの働
きかけ

参考資料

－47－



文部科学省「学校基本調査」

大卒者の増加と
卒業後の進路の不安定化

17

出典：平沢和司「高等教育拡大期における若年者の学歴・学校歴と初職」『2005年SSM
シリーズ11 若年層の社会移動と階層化』

出身大学による格差化の進行

18

－48－



労働政策研究・研修機構、2006、『大学生の就職・募集採用活動等実態調査結果
Ⅱ』JILPT調査シリーズNo.17．

出身大学による格差化の進行
（非正社員・未定）

19

早期離職率は漸増が続く

20

新規大卒者の３年目までの離職率の推移

－49－



「総務省 平成19年就業構造基本調査 結果の要約」３頁

正社員の長時間労働化が進行

21

世界的に見ても異様な長時間労働

22

－50－



厚生労働省「脳・心臓疾患及び精神障害等に係る労災補償状況（平成19年度）について」

心身を病む労働者の顕著な増加

23

企業規模

新規大学卒・
大学院卒を
採用内定し

た企業

専
門
的
知
識・
技
能

一
般
常
識・
教
養

学
業
成
績

創
造
性・
企
画
力

語
学
力・
国
際
感
覚

理
解
力・
判
断
力

行
動
力・
実
行
力

熱
意・
意
欲

コ
ミュ
ニ

ケー
ショ
ン能
力

協
調
性・
バラ
ンス
感
覚

健
康・
体
力

その
他

無
回
答

企業規模計 [19.6] 100 20.5 32.1 9.2 12.2 3.2 25.9 31.0 64.0 35.1 30.9 15.8 3.7 0.5

5,000人以上 [94.1] 100 19.9 14.0 1.6 16.5 3.7 24.9 51.7 62.0 62.0 26.8 5.6 1.9 0.6

1,000 ～ 4,999
人

[81.2] 100 18.5 21.6 5.5 13.3 3.5 25.1 39.3 62.7 54.7 34.0 10.2 2.2 0.9

300 ～ 999
人

[64.3] 100 20.2 31.0 10.5 9.4 5.0 24.7 32.0 63.2 44.0 32.5 15.5 1.2 0.9

100 ～ 299
人

[33.8] 100 18.6 33.7 13.1 12.7 3.2 24.8 28.2 67.8 30.8 29.6 17.4 3.6 0.5

30 ～ 99人 [ 9.0] 100 23.4 34.5 5.3 13.3 1.8 28.1 30.5 60.5 27.6 30.7 16.2 6.1 0.2

新規大学卒・大学院卒の採用の際の重視項目別企業数割合

ﾃﾞｰﾀ出所：厚生労働省「雇用管理調査」（2004年）

曖昧で抽象的な採用基準

24

－51－



42.3 

42.0 

36.4 

22.5 

19.1 

19.1 

16.1 

8.6 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 

個人的理由（健康・家庭の事情

等）

採用時のミスマッチ

職場環境への不満

入社後の配属への不満

賃金への不満

休暇・労働時間への不満

キャリア形成への不満

その他

（％）

図12 若手社員の早期離職の原因（企業回答）

ﾃﾞｰﾀ出所：経済産業省「社会人基礎力に関する調査」（2005年）

早期離職をもたらす
採用時のミスマッチ

25

15.0 

22.8 

1.5 

33.5 

24.7 

19.6 

61.0 

35.0 

34.0 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 

採用基準が明確でない

企業側の情報提供不足

採用プロセスが開示されない

（％）

図13 新卒採用プロセスの問題点

企業 大学 大学生

ﾃﾞｰﾀ出所：経済産業省「社会人基礎力に関する調査」（2005年）

採用時の基準や情報の不十分さ

26
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日本の新卒就職の特異性

27

就職活動の早期化

28

－53－



就職活動の学事日程への影響

29

大学の就職担当者から見た
新卒就職の問題点

30

労働政策研究・研修機構『大学生の就職・募集採用活動等実態調査Ⅱ』調査
シリーズNo.17,2006年

－54－



2

2.5

3

3.5

4

4.5

5

(ス
コ

ア
)

図17 大学教育の「職業的意義」の国際比較

a.職業における大学知識の活用

度
b.満足のゆく仕事を見つける上で

役立つ
c.長期的キャリアを展望する上で

役立つ
d.人格の発達の上で役立つ

ﾃﾞｰﾀ出所：吉本圭一「大学教育と職業への移行」『高等教育研究』No.4,2001

日本労働研究機構『日欧の大学と職業』調査研究報告書No.143,2001

日本の大学教育の活用度の低さ

31

本田由紀「高校教育・大学教育のレリバンス」谷岡一郎他編『日本人の意識と行動』
東京大学出版会、2008年

高校でも大学でも低い「職業的意義」

32
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本田由紀「高校教育・大学教育のレリバンス」谷岡一郎他編『日本人の意識と行動』
東京大学出版会、2008年

専攻分野による「職業的意義」の違い

33

若者は「職業的意義」の低さに不満

34
資料出所：（株）UFJ総研「若年者のキャリア形成に関する実態調査」（2004年厚
生労働省委託調査）、厚生労働省『平成20年版労働経済の分析』118頁

－56－



大学におけるキャリア教育の内容

35

◆広すぎる概念、雑多
な課題
・導入教育，初年次教育
・ソーシャルスキル・トレー
ニング
・基礎教育
・就職対策

松高政、進研アド『BETWEEN』
2004年12月号

－57－
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質保証システムを如何に構築するか

国際基督教大学

北原和夫

09/11/23公開シンポジウム

大学教育の質保証のシステム

天野郁夫氏のまとめ(7/25シンポジウム「大学教育

への問いとその将来を考える：質保証の全体像
を探る」：三つの保証のメカニズム

１）大学設置基準：設置の際のチェック→規制緩和

２）大学入試科目：英数国社理→少数科目

３）専門分野の枠組み：構造化されたカリキュラム
→「学際化」による基礎科目の流動化

従来の質保証システムの崩壊

－60－



新しい質保証システム

1) 大学評価：認証評価制度、膨大な資料作成、
評価基準への適合状況の確認、大学の個
性化とは逆方向に働くおそれもある。

2) 大学の自律的な質保証：教育課程編成上の
参照基準を、大学コミュニティ、学術コミュニ
ティが策定し、それを参照しながら、各大学
が建学の伝統精神、人的物的資源、学生の
資質を考慮して、最善のプログラムを実行す
る。

保証すべき質とは？

• ２１世紀の持続可能な世界の構築に向けて
協働するための知性を涵養する。

• 学びの「基本」、「核心」：当該分野について、
すべての教育課程（大学を超えて）において
共有できるもの

• 「世界の認識の仕方」と「世界への関与の仕
方」
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なぜ学びの基本を共有しなければならないか？

• 持続可能性が世界的課題であるが、一学問分野の
専門家だけでは担えない。

• 技術だけでなく、社会システムの変革も必要。分野、
国家、階層などの差異を超えて協働することが必要。

• すなわち、「協働する知性」が重要。「協働」「社会連
帯」が21世紀型教養。古典的教養は、イメージの共

有を可能とすることにより、「協働」につながる。

大学の役割

• 大学は社会から孤立した存在ではなく、入口の
初等中等教育との接続、出口の職業との接続を
見据えた教育課程の編成が求められる。むしろ、
人材育成の視点から、入口、出口に向けて発信
すべき。

• 参照基準が大学教育課程の編成の基本となれ
ば、初等中等教育との接続である入学選抜の仕
方も変わる。

• 産業界の雇用においても、参照基準が、大学と
の共通理解の基本となる。
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「協働する知性」に向けて

• 21世紀の「協働する」人材の育成のデザイン

と実行という責任は、初等中等教育から職業
への継続点である大学のコミュニティが負う
べきものであり、また、大学・学術コミュニティ
自体が社会とも「協働」すべきである。

• 「大学評価」とは別の、実質的質保証となるよ
うな「説明責任」の取り方。大学コミュニティと
して、また、個々の大学として。

英国QAA
Quality Assurance Agency

• Benchmark statements 約60科目について数ページに
教育の基本的内容を明示する。

• 例えば「物理学」の項では、「物理学とは観察、理解、
自然現象、人工物・システムの動きの予測に関するも
のである。そして、もっとも重要な現代の現実的、環
境・技術の課題についての深い問いをあつかう。」

• 「歴史学」の項では、「人々が過去の状況の中でいか
に生存し行動したかを共感をもって理解する。」

（広島大学高等教育研究開発センター訳「学位に関する
ベンチマークステートメント」
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